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顕著な大雨をもたらす線状降水帯の自動検出技術を開発 
 

1．背景 

強雨が数時間以上にわたって継続し、河川氾濫や土砂災害等の深刻な被害を引き起こす集中豪雨

の発生が近年多発しています。気象庁気象研究所（以下「気象研究所」という。）の研究によると、

台風の直接的な影響によるものを除く集中豪雨の 6割以上は、線状降水帯(注)によって引き起こされ

ていると言われています。2017 年 7 月 5 日九州北部、2018 年 7 月 5 日全国(広範囲)、2019 年 8 月

26 日佐賀県、2020 年 7 月 4 日熊本県及び 7 月 6 日九州北部など、毎年のように線状降水帯による

大雨で甚大な水害・土砂災害が発生しており、線状降水帯をリアルタイムで把握する技術開発は

喫緊の課題となっています。 

内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)の課題「国家レジリエンス（防災・減災）の

強化」において 2018 年度から実施している、線状降水帯の新たな観測・予測システムの開発プロ

ジェクト（研究代表者：防災科学技術研究所 清水慎吾）では、参画する一般財団法人日本気象協会

(以下「日本気象協会」という。)が中心となり、顕著な大雨をもたらす状況を適切に捉えることが

可能となる線状降水帯の自動検出技術の開発を進めてきました。 

 

 (注) 線状降水帯は、「次々と発生する発達した雨雲（積乱雲）が列をなした、組織化した積乱雲群に 

よって、数時間にわたってほぼ同じ場所を通過または停滞することで作り出される、線状に伸びる

長さ 50～300 km 程度、幅 20～50 km 程度の強い降水をともなう雨域」を指す。 

線状降水帯の形成・維持のメカニズムには未解明の点が多いことに加え、“線状に伸びる降水域”

を認識でき、かつ、災害につながる雨量の具体的な閾値は地域によって幅が大きいことから、 

その明確な定義は難しいとされている。一方で、防災上の様々な対応に向けた実用的視点からは、

“災害を引き起こす、停滞性が認められる”線状降水帯の客観的な基準を設定し、その検出に基づく

情報提供が必要とされている。 

 

2．線状降水帯自動検出技術の開発 

（1）第 1期 SIP（2014 年から 2018 年）における線状降水帯検出技術の開発 

国土交通省水管理・国土保全局 砂防部において、重大な土砂災害につながる可能性のある 

「線状降水帯」を早期に検知する機能をもつ「土砂災害危険度評価システム」が構築されました。 

（国土交通省報道発表資料 https://www.mlit.go.jp/report/press/sabo01_hh_000084.html ） 

 

（2）第 2期 SIP における線状降水帯検出技術の開発 

第 2 期 SIP では、第 1 期 SIP で開発された線状降水帯の検出技術を高度化させるために、 

日本気象協会が中心となって、気象研究所が開発した線状停滞型の強雨域の検出手法をもとに、 

解析雨量の 3 時間積算を用いた線状降水帯自動検出技術を導入しました。 

次の 3 つの客観的条件を満たす雨域を、線状降水帯として検出するものです。 

3 つの客観的条件を満たす雨域： 

① 3 時間積算降水量が 80mm 以上の分布域が線状（長軸対短軸の比が 2 以上） 

② その面積が 500 平方キロメートル以上 

③ 上記①の領域内の 3 時間積算降水量の最大値が 100mm 以上 
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図 1 2020 年 7 月 4 日 2 時（日本時）における 3 時間積算雨量と自動検出結果（紫色の楕円）。 

 

日本気象協会は、この手法を用いたリアルタイム監視システムを構築し、2019 年から九州地域の 

自治体との実証実験を開始してきており、令和 2 年 7 月豪雨において、九州で図 1 を含む 13 個の 

線状降水帯を検出しました（日本気象協会防災レポート https://www.jwa.or.jp/news/2020/07/10461/ ）。 

図 1 に示すように、自動検出した線状降水帯の領域を楕円で近似することで、線状降水帯の位置と 

形状（範囲）を 4 つの変数（中心位置、長軸半径、短軸半径、及び回転角度）で表現でき、地図上で 

他の情報（大雨警報発表地域等）と容易に線状降水帯の位置を重ね合わせることが可能となりました。 

より厳しい検出条件を設定(①の条件を 80 mm から 100 mm に、③の条件を 100 mm から 150 mm に

変更し、抽出後 3 時間は時空間的な連続性が高い場合同一のものとみなす）した上で、全国を対象として

2017 年から 2020 年の月別の検出数を表 1 にまとめました。4 年間の年平均で 93 回の検出となりますが、

その全ての事例で大雨による著しい災害が発生したわけではありません。 

 

表 1 SIP 方式（積算降水量に基づく検出回数：一次細分区域*4単位）。 

 

                                                                    年平均 93 回 
*4 1 次細分区域とは、府県天気予報を定常的に細分して行う区域。気象庁は、 気象特性、災害特性及び地理的特性により 

  府県予報区を分割しています。 

 
 

4 5 6 7 8 9 10 11 計
2017 24 14 28 13 0 79
2018 0 0 13 33 19 38 0 0 103
2019 1 2 5 24 22 12 39 0 105
2020 2 3 16 49 3 11 1 0 85

年／月 
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(3）気象庁実装に向けた開発 

気象庁では、災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常に激しい雨が

同じ場所で降り続いている状況を「線状降水帯」というキーワードを使って解説する情報の運用開始

を目指しています。そこで、気象庁と協議の上、第 2 期 SIP で開発した検出技術を基に、表 1 の積算

雨量基準と気象庁の危険度分布を組み合わせ、検出条件をより厳しくすることで（以下の 4 つの検出

条件へ変更）、警戒レベル４相当以上の状況を想定した、年平均 44 回程度の、災害発生の危険が急激

に高まっている地域における線状降水帯の検出が可能となりました（表 2）。2021 年６月 17 日から、

本成果に基づく気象庁の「顕著な大雨に関する情報」の提供開始が予定されるなど、着実な社会実装

が進んでおり、今後、更なる検出技術の向上に向けて研究を進めていきます。 

 

４つの検出基準: 

① 3 時間積算降水量が 100mm 以上の分布域が線状（長軸対短軸の比が 2.5 以上） 

② その面積が 500 平方キロメートル以上 

③ 上記①の領域内の 3 時間積算降水量の最大値が 150mm 以上 

④ 大雨警報(土砂災害)の危険度分布において土砂災害警戒情報の基準を実況で超過（かつ大雨特別

警報の土壌雨量指数基準値への到達割合 8 割以上）又は洪水警報の危険度分布において警報基準

を大きく超過した基準を実況で超過 

 

表 2 気象庁実装方式（危険度分布も加味した検出回数：一次細分区域単位）。 

 
年平均 44 回 
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4 5 6 7 8 9 10 11 計
2017 14 7 12 4 0 37
2018 0 0 2 22 13 13 0 0 50
2019 0 1 3 12 10 3 19 0 48
2020 0 0 5 32 3 1 0 0 41

年／月 


